様式２
埼玉県福祉用具専門相談員指定講習事業者指定(不指定)通知書
発　　番
日　　付
　　指定事業者名
　　代表者職氏名　様
埼玉県知事　　　　　　　　印
　　年　　月　　日　　第　　号で申請のあった福祉用具専門相談員指定講習事業者の指定については、下記のとおり決定します。
記
介護保険法施行令(平成10年12月24日政令第412号)第４条第１項第９号に基づく福祉用具専門相談員指定講習事業者として指定する(指定しない)。

ただし、指定の有効期間は、　　　年　　月　　日までとする。
(指定しない理由)
教　　示
１　審査請求について
この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、埼玉県知事に対して審査請求をすることができます。
ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。

　　　　　　　提出先　埼玉県福祉部高齢者福祉課

　　　　　　　住所　さいたま市浦和区高砂３－１５－１

　　　　　　　電話　048-830-3232
２　取消訴訟について
この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日(１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日)の翌日から起算して６か月以内に、埼玉県を被告として提起しなければなりません。この場合、当該訴訟において埼玉県を代表する者は、埼玉県知事です。
ただし、この処分があったことを知った日(１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日)の翌日から起算して６か月以内であっても、この処分の日(１の審査請求をした場合は、審査請求に対する裁決の日)の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。　　
